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社会的評価の低下が行政事件訴訟法 37 条の 5第 2 項所定の「償うことの
できない損害」に該当するか否かの争点を中心に検討することとし，その

































精神保健及び精神障害者福祉に関する法律…第 18 条第 1項の要件を満た
さない申請について要件を満たすものと誤認させ，不適切な精神保健指定
医業の停止処分又は戒告処分は実名をもって公表されて名誉や……　　59
医の指定を招いたと認められる。これは，精神保健福祉法第 19 条の 2第
2 項に規定する『指定医として著しく不適当と認められるとき』に該当す
る」ことを理由に，指定医の指定の取消処分（本件指定取消処分）をした。
申立人は，平成 28 年 12 月 17 日，本件指定取消処分の取消し及び本件各
処分の差止め等を求める訴え（本案事件）を提起するとともに，本件指定
取消処分の執行停止を求める申立て及び本件各処分の仮の差止めを求める
本件申立てをした。裁判所は本件指定取消処分について，平成 29 年 2 月
3 日付けで同処分の効力を本案事件の第 1審判決言渡し後 60 日が経過す
るまで停止する旨の決定をした。












政事件訴訟法 37 条の 5第 2項）の該当性の判断枠組み







を要すると解するのが相当である（…最高裁判所平成 24 年 2 月 9 日判決）。









































本決定は，医師法 7条 2項（令和元年 6月 14 日法律 37 号による改正前














































置された行政処分の差止めを趣旨とした同 37 条の 4第 1 項の差止めの訴
えや同 37 条の 5第 2項の仮の差止めの申立ての活用も考えられる。
そこで，本稿は，本件の医師法 7条 2項に基づく医業の停止処分又は戒
告処分の仮の差止めの申立てにつき，本決定の争点の一つである行訴法




































この仮の差止めの積極要件たる同 37 条の 5第 2 項所定の「償うことので
きない損害」は，本案訴訟の結果と同じ目的を仮の裁判で実現することに
































































といった社会的評価の低下をさせるとしても，行訴法 37 条の 5第 2 項所
定の「償うことのできない損害」を生ずるおそれがあるとまでは認められ
ないとして，公表の前提となる医業の停止処分又は戒告処分に対する同
37 条の 5第 2項の仮の差止めの申立てを却下したものである。
本決定は，行訴法 37 条の 5 第 2 項所定の「償うことのできない損害」








































































（ 1 ）	 本件に関する医師法改正については，2019 年制定の成年被後見人等
の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関
する法律 79 条参照。
（ 2 ）	 本件は，2015 年の聖マリアンナ医科大学病院における精神保健指定
医に関わる不正申請発覚を端緒として厚生労働省によって全国調査に
繋がった精神保健指定医の指定取消問題に関わって複数提起された東
京地判平成 31 年 3 月 22 日 D1-Law（29054742），東京地判平成 31 年
68　　（桃山法学　第35号’21）
3 月 22 日 LEX/DB（文献番号 25580557），大阪地判令和 2年 6月 4日
D1-Law（28283969）等の争訟の一つである。





（ 4 ）	 加えて，本決定は行訴法 37 条の 5 第 2 項所定の「償うことのでき
ない損害」として，公表による名誉や信用といった社会的評価の低下
による損害を検討するだけではなく，「Ｄ病院の医師に対する医業の













したが，これは過去の裁判例（大阪地決平成 18年 12月 12日判タ 1236
号 140 頁等）の傾向を踏襲するものである。
（ 5 ）	 特定商取引に関する法律 8条 2 項は，「主務大臣は，…命令をした
ときは，その旨を公表しなければならない」とする。
（ 6 ）	 介護保険法 103 条 4 項は，「都道府県知事は，…命令をした場合に
おいては，その旨を公示しなければならない」とする。
（ 7 ）	 新型インフルエンザ等対策特別措置法 31 条の 6第 5 項は，「都道府
県知事は，…命令をしたときは，その旨を公表することができる」と
する。






に関する法律に基づく行政処分の実施等に関する要綱 20 条 2 項本文
は「知事は，…行政処分を行ったとき，又は前項の規定による報告が
あったときは，次に掲げる事実を公表するものとする」とする。
（ 9 ）	 法令に定めがないような場合の公表の例としては，課徴金納付命
令等を掲出する公正取引委員会ウェブサイト「審決等データベース」













地決平成 18 年 9 月 25 日 D1-Law（28112501）等）。但し，東京地決平
成 29 年 2 月 3 日判例集未登載のように，公表に処分性が認められて
仮の差止めが認められた例外もある。










（14）	 最一判平成 24 年 2 月 9 日民集 66 巻 2 号 183 頁〔184 頁〕。
（15）	 南博方ほか編『条解行政事件訴訟法』（弘文堂，第 4版，2014）786
70　　（桃山法学　第35号’21）












いる」（第 159 回国会参議院法務委員会 20 号〔山崎潮司法制度改革推
進本部事務局長発言〕。）という発言もあった。



































25 条 2 項に基づく執行停止を受けることにより避けることができるよ
うな性質・程度のものであるときは，上記緊急の必要性は認められな
いというべきである」。また，これと同旨としては，札幌地決平成 21
年 2 月 27 日裁判所ウェブサイト参照。
（19）	 第 159 回国会衆議院法務委員会 24 号〔山崎潮司法制度改革推進本
部事務局長発言〕。





















































（24）	 東京地決平成 19 年 2 月 13 日・前掲注（17）参照。
（25）	 大阪地決平成 18 年 5 月 22 日判タ 1216 号 115 頁，佐賀地決平成 20
年 12 月 1 日・前掲注（18）のそれぞれを参照。
（26）	 札幌地決平成 21 年 2 月 27 日・前掲注（18）参照。
（27）	 東京地決平成 19 年 2 月 13 日・前掲注（17）参照。
（28）	 例えば，行訴法上の取消訴訟の敗訴後，行政が自身によるホームペー
ジによって行政処分事実が公表されたとしても「取消訴訟で敗訴しま
した」という権威失墜に直結する自己の恥を積極的に広める内容の公
表は期待できないし，また，取消判決が為されたとしても公表された
者の社会的評価を回復させるような必要十分な内容が新聞等によって
報道されるという必然もないから，取消判決によって名誉や信用と
いった社会的評価の回復を期待すべきではないように思われる。

